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１．研究の背景・目的 

近年、様々な地球温暖化対策が実施されている。日本の部門別 CO2排出量では、2009 年

確定値でエネルギー転換部門が 33.1%、産業部門が 28.1%、運輸部門が 19.5%であり、こ

の 3 部門が全体の 8 割を占めている。このうち、産業部門は 1990 年比で 17.4%の削減に成

功しているが、エネルギー転換部門と運輸部門に関しては逆に増加している。特に運輸部

門の中でも旅客目的の自動車からの CO 2の割合が増加している。そしてこの旅客目的の自

動車の 3 分の 2 を占めるのが一般家庭での家計利用であり、さらに目的別に見ると通勤目

的の使用が家事・買い物やレジャーなどと比べても圧倒的に大きな割合を占めている。 

しかし、通勤由来の CO2 排出量は産業部門や業務部門ではなく運輸部門に計上されるた

め、事業所主導のプログラムによって大きな効果が見込めるにも関わらず研究と対策が遅

れており、ここ数年になってようやく広がりを見せている。代表的なプログラムには、従

業員への情報提供・呼び掛け、通勤制度・通勤手当の見直し、通勤バスの導入・拡充、ノ

ーマイカーデーの実施などがあるが、特に実施主体が従業員へ直接働きかける「個人的プ

ログラム」に比べて、職場組織の制度改編や施設整備、組織目標の策定等、組織行動の変

容を通じて通勤行動の変容を目指す「職場的プログラム」は、まだ実施事例も少なく知見

もそれほど溜まっていないのが現状である。そこで本研究は、事業所単位での通勤由来の

CO2 排出量削減プログラムに対する有効性と受容性を明らかにすることを目的とし、一都

市の複数の事業所に対して同時に調査を実施し、「職場的プログラム」の受容性と有効性の

比較・考察を試みた。 

本研究では、通勤由来の CO2 排出量削減プログラムの研究・調査対象として茨城県つく

ば市を取り上げる。その理由は、比較的規模の大きい研究機関・企業が市の中心部から離

れた場所に点在し自動車通勤が多い一方で人口密度の低さや都市構造の問題から民営の公

共交通がこれ以上自然に発達することは難しく、通勤由来の CO2 排出量削減の必要性があ

る地域であり、かつ研究対象として扱いやすい特徴を有するためである。 

本研究の構成を述べる。第 2 章ではつくば市の事業所アンケート調査を元に分析を行い、

通勤由来の CO2排出量の約 9 割が自動車からであることを明らかにする。そして第 3 章で

は、過去のプログラムの事例調査から、つくば市の事業所では通勤手当による動機づけと

通勤バスの導入が有効であるという結論を導出する。第 4 章では、この二つのプログラム

がどのような条件のときに受容されやすいのかを個人アンケート調査の結果を元に考察し、



第 5 章ではこの二つのプログラムを費用と CO2排出削減量の視点から比較を行う。 

２．事業所アンケート調査からの通勤実態の把握 

数年おきにつくば市の 100 前後

の事業所の担当者を対象として行

われている交通実態調査 1)の結果

から、つくば市における通勤の実

態を分析した。アンケート調査表

を郵送法にて実施しているが、最

新の2011年の調査では83.0%の回

答率で88機関の回答が集まってい

る。 

通勤代表交通手段（1 回の通勤で

数種類の交通手段を用いている場

合に最も優先度の高い交通手段を

指す。同調査では、優先順位は、

高速バス、鉄道、バス、自動車、

バイク、自転車、徒歩の順）は自

動車の比率が減少傾向にあるが、

依然として 7 割を超えていること

が図 1 から分かる。特につくば市

内・つくば市外の通勤ではそれぞ

れ自動車が 80%、86%を占める。

また図 2 に示すとおり、交通手段

別に CO2 排出量を比較すると自家

用乗用車がバスの 3 倍以上、鉄道

の 8 倍以上である。これらのこと

からつくば市では自家用車を使用

している人に対してバス、自転車、

徒歩の利用促進を行うプログラム

を実施することによって大きな効

果が得られると考えられる。 

３．通勤由来の CO2排出量削減に

向けた職場的プログラムの事例 

数ある職場的プログラムの事例

の調査を行ったところ、実際に導

入されて実績の上がっている地

区・事業所にはある程度の共通す
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図 1 居住地と通勤代表交通手段の構成比率１) 

 

図 2 輸送量あたりの CO2排出量（2007 年度）２) 

 

図 3 通勤由来のCO2排出量削減に向けたプログラ

ムが有効となる条件 



る特徴が見られた。有効であるプログラムは、元々の公共交通の利便性の高さや事業所の

地理条件によってある程度限られている可能性が高い。地区や事業所が元々持つ特徴に合

わないプログラムはそもそも反対が強く実施されていないか実施しても成果が上がってい

ないため、事例や研究に取り上げられていないものと思われる。図 3 はプログラムの有効

性を決定づける特徴の中でも特に影響度が高いと考えられた公共交通の利便性と地区・事

業所の人口規模に基づき、それぞれのプログラムについて、プログラム実施の有効性が高

いと想定された範囲を示したものである。今回対象とするつくば市の事業所においては、

公共交通の利便性が高くはないと考えられるが規模は大きめ事業所が多いため、通勤手当

による動機づけや通勤バスの導入・拡充が有効である可能性が高い。 

４．個人アンケート調査からのプログラムの受容性の考察 

個人アンケート調査では、詳細な通勤実態調査結果と事例レビューの結果を受けてつく

ば市の事業所で有効であると考えられた「通勤手当による動機づけ」と「無料の通勤バス

の導入」の二つのプログラムを対象に調査を行った。調査は、専門の Web サイトで作成し

たアンケートのアドレスを各事業所内のイントラネットで連絡して協力者に回答いただい

た。調査対象事業所数は 14 事業所、回答者総数は 1450 人であった。アンケートでは、出

退勤時間や各交通手段の利用時間など基本情報、通勤手当による動機づけに対する態度、

通勤バスの導入に対する態度、地球温暖化問題に対する認知度や意識を質問した。 

アンケートの結果、通勤手当による動機づけに対する受容性が低いのは茨城県内つくば

市内の居住者、通勤時間が 20 分以上 80 分未満の勤務者、最寄駅からの距離が長い事業所

の勤務者であったことから、代替交通手段の利便性が低いと通勤手当導入に対する受容性

が下がることが示唆された。通勤バスの導入に対する受容性は茨城県外居住者が特に高く、

また通勤時間が長ければ長いほど高い傾向があった。 

５．個人対象調査からのプログラムの比較 

続いて、ある近隣の事業所のグループを対象として通勤手当による動機づけと通勤バス

の導入についてどちらがより有効であるかを費用と CO2 排出削減量の視点から比較した。

ここで、通勤手当による動機づけは、乗用車・オートバイ／原付の使用を止めることで一

律同額の手当を受けられる制度を想定した。また通勤バスの費用の計算はバスのルート、

運行間隔、運行時間から、関東鉄道株式会社にヒアリングをした結果と人件費が約 6 割で

あるという先行研究３)を用いて推計した。まずアンケート結果からバスの発着駅を決定して

ルート片道の所要時間を推計し、運行台数の多いコアタイムの運行間隔 60 分、30 分、20

分、15 分、10 分、5 分、始発バスの時刻 6 時、6 時 30 分、7 時、最終バスの時刻 21 時、

22 時、23 時、24 時の 72 通りについて、総費用とアンケートの回答に基づく CO2削減量推

計結果との関係を調べた。なお、コアタイム以外は運行台数が半分となると仮定した。各

プログラムの総費用と CO2排出削減量の計算方法は以下の通りである。 

●通勤手当による動機づけ 

・総費用＝設定した月額手当額×通勤手段変更人数 

・CO2 排出削減量＝設定した月額手当額で通勤手段を変更すると答えた人々の現状におけ



図 4 通勤手当による動機づけと通勤バスの導入の総費

用と 1 日あたりの片道の総 CO2排出削減量の関係 

 

る一人当たり平均片道 CO2 排出量×（１－乗用車・オートバイ使用者の平均片道 CO2 排

出量／乗用車・オートバイ不使用者の平均片道 CO2排出量）×当該事業所グループの総職

員数 

●通勤バスの導入 

・総費用＝人件費／0.6（∵人件費が総費用の 6 割であるため） 

人件費＝運転手の時給×一日必要労働力×一か月の平日日数 

一日必要労働力＝コアタイムの走行バス台数×コアタイムの長さ＋コアタイムの走行バ

ス台数／２×コアタイム以外の長さ＋コアタイムの走行バス台数×バスが車庫に戻る時間 

・CO2 排出削減量＝設定条件で毎日の通勤手段にバスを利用すると答えた人々の現状にお

ける平均片道 CO2 排出量×（１－乗用車・オートバイ使用者の CO2 排出量／乗用車・オ

ートバイ不使用者の CO2排出量）×当該事業所グループの総職員数 

その比較結果の例を図 4

に示す。この事業所グルー

プは通勤バスの利用に積極

的な人が比較的多く、×印の

ある月額 4,000 千円程度の

ところで二つのプログラム

の総 CO2排出削減量が逆転

する結果となった。 

６．結論・今後の課題 

本研究では今回、複数の

事業所を調査対象とするこ

とで、近年各地で導入されて

いる複数事業所を巡る通勤バスの導入の効果を推定すること可能となった。そして通勤に

よる CO2 排出量削減に向けた職場的プログラムについて、有効であるプログラムは元々の

公共交通の利便性の高さや事業所の地理条件によってある程度限られている可能性が高い

こと、費やすことができる予算によって有効であるプログラムが異なることが示唆された。

また、距離別に価格を設定した通勤手当による動機づけなど、より詳細な状況設定での研

究を今後の課題として挙げておきたい。 
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